
（仮称）千葉県県民活動推進計画原案の主な内容 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ わたしたちが目指す千葉県とは 

誰もがあたりまえのように県民活動に参加し、地域のみんなで創る支え合いと活力のある千葉県 

 

 

 

 

Ⅰ 計画策定の基本的な考え方 

１ 計画策定の趣旨 

 

２ 計画の性格 ３ 計画の目的 

 

４ 計画期間 

 

１ 県民一人ひとりの県民活動への広範な参加 
 （１）ライフステージに合せたボランティア活動への参加 

 （２）専門的知識とノウハウを有する県民のボランティア活動への参加 

 （３）出来ることから取り組むことが大切 

 （４）寄付も県民活動への参加の一つ 

 （５）被災地での活動経験を生かすことが大切 

２ 市民活動団体による地域課題解決に向けた主体的な取組 
 （１）県民活動の主役としての市民活動団体 

 （２）課題解決のための仕組みとして大きな役割を発揮 

 （３）ボランティア活動を促進し地域をつなぐ市民活動団体 

（４）社会的な信頼性向上の大切さ 

（５）一層重要性を増す支援組織の役割 

（６）コミュニティビジネスによる地域課題の解決 

３ 市民活動団体、地縁団体、社会福祉協議会、学校・

大学、企業、行政など様々な主体が連携した取組 
 （１）様々な主体の連携による地域課題の解決 

 （２）様々な主体が連携して関わる新たな地域コミュニティの仕組み 

 

 

 

 

 

Ⅱ 県民活動が求められる背景 

１ わたしたちが直面する社会的課題 
（１）人口構造の変化と高齢化の進行 
（２）低成長時代のなかで懸念される地域の活力低下 
（３）地域コミュニティの希薄化 
（４）ハードによる地域の拡大・発展からソフトによる地域の充実へ 
（５）ニーズ・価値観の多様化 

２ 県民と行政がともに創り上げる地域社会 
（１）県民活動が社会的課題解決の切り札に 
（２）新たな自治のあり方のもとで重みを増す協働 
（３）「新しい公共」という考え方とＮＰＯ法等の改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ 行動計画 

（１）県民活動の普及啓発の推進 

（２）県民活動を体験する機会の提供 

（３）市民活動支援センターやボランティアセンターなどによる県民参加の促進 

１ 県民活動への理解や参加の促進 

 （１）多様な主体の連携・協働による地域課題の解決 

（２）企業・学校など地域の様々な主体との連携の促進 

（３）地域コミュニティの活性化・よりよい地域づくりに向けた

連携を担う人材づくり 

（１）市民活動団体の組織運営力・事業開発力・資金調達力等の向上支援 

（２）民が民を支える仕組みの普及・支援 

（３）改正ＮＰＯ法における新たな認定ＮＰＯ法人制度等への対応 

（４）市民活動団体を支援する組織間の連携による機能強化 

（５）市民活動団体を支える人材の育成強化 

（１）県行政とのパートナーシップ体制の強化 

（２）協働・支援の推進に向けた県行政と市町村行政との連携 

（３）市町村行政と市民活動団体との協働に向けた支援 

（４）全国の自治体との交流・連携の促進 

３ 地域の様々な主体と市民活動団体の連携の促進 

 

２ 市民活動団体の基盤強化等の支援 
４ 市民活動団体と行政との協働の推進 

 

 

 

 

 

 

Ⅶ 推進体制 

千葉県県民活動推進委員会 
 専門的な見地からの幅広い意見や助言 

千葉県県民活動推進会議 
 県民活動施策の全庁的な取り組みの推進 

Ⅴ 施策の方向性 

連携・協力 

３ 社会貢献活動に関する全国の状況 
（１）ボランティア活動の広がり 
（２）市民活動団体の成長 
（３）企業による社会貢献活動 
（４）東日本大震災を契機とした意識の高まり 
  ①震災で明らかになった「共助」の大切さ 
  ②ボランティアとしての主体的参加意識の高まり 
  ③被災地支援で市民活動団体の重要性が明らかに 
  ④企業による社会貢献活動の進展 

 

Ⅲ 本県の県民活動をめぐる状況 

１ 市民活動団体に関する県行政の取組・成果及び課題 
 （１）これまでの取組の概要 

（２）取組の成果と課題 
  ①市民活動団体の認知度や信頼性の向上が必要  
  ②市民活動団体の活動基盤の強化が必要 
  ③様々な主体との連携のさらなる促進が必要 
  ④相互理解に基づく市民活動団体と行政の協働を進めて 
   いくことが重要 
  ⑤法人数は８年間で約４倍に増加 

 

２ ボランティア活動の現状と課題 
（１）本県におけるボランティア活動の状況 
（２）ボランティア活動に関する課題 

３ 地域コミュニティにおける県民活動の取組 
（１）住民有志で取り組む地域コミュニティの課題解決  
（２）地縁団体の重要性の再確認 

地域課題解決に向けた連携イメージ 
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５ 計画の進行管理 

 


